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１．世界の動き１．世界の動き



ＥＵ諸国の動きＥＵ諸国の動き
年年 状状 況況

１９７０年代１９７０年代

１９８０年代１９８０年代

１９９５年１９９５年

１９９６年１９９６年
以降以降

ＥＵ各国で法制改革・法制化が進むＥＵ各国で法制改革・法制化が進む
（イタリアなど１５ヶ国）（イタリアなど１５ヶ国）

スウェーデン、ドイツ、デンマークなどで個人情報保スウェーデン、ドイツ、デンマークなどで個人情報保
護法の法制化が進む護法の法制化が進む

ＯＥＣＤで「プライバシー保護と個人データの国際交ＯＥＣＤで「プライバシー保護と個人データの国際交
流についてのガイドラインに関する理事会勧告」を採流についてのガイドラインに関する理事会勧告」を採
択択（ＯＥＣＤ８原則）（ＯＥＣＤ８原則）

「ＥＵ指令（個人データ処理に係る個人の保護及び「ＥＵ指令（個人データ処理に係る個人の保護及び
その自由な流通に関する欧州会議及びＥＵ理事会その自由な流通に関する欧州会議及びＥＵ理事会
指令」を採択指令」を採択

経済協力開発機構



他の国々の動き他の国々の動き
国国 年年 状状 況況

１９７４年１９７４年

１９９９年１９９９年

１９７７年１９７７年

１９８２年１９８２年 連邦プライバシー法制定連邦プライバシー法制定

オーストオースト
ラリアラリア

１９８８年１９８８年 プライバシー法施行プライバシー法施行

韓国韓国 １９９４年１９９４年
公共機関により管理された個人情報の保護公共機関により管理された個人情報の保護
に関する法律施行に関する法律施行

プライバシー法施行、「公正信用取引」、「ケープライバシー法施行、「公正信用取引」、「ケー
ブル通信政策法」、「ビデオプライバシー法」なブル通信政策法」、「ビデオプライバシー法」な
どに盛り込まれるどに盛り込まれるアメリカアメリカ

商務省ガイドライン「セーフハーバー法」で対応商務省ガイドライン「セーフハーバー法」で対応

カナダ人権法制定カナダ人権法制定
カナダカナダ



ＯＥＣＤ８原則とはＯＥＣＤ８原則とは
原原 則則 内内 容容

１．目的明確化の原則１．目的明確化の原則 収集目的を明確にし、利用は収集目的に合致収集目的を明確にし、利用は収集目的に合致

２．利用制限の原則２．利用制限の原則
データ主体の同意がある場合、法律の規定によるデータ主体の同意がある場合、法律の規定による
場合以外は目的以外に利用使用ない場合以外は目的以外に利用使用ない

３．収集制限の原則３．収集制限の原則
適法・公正な手段により、かつ情報主体に通知また適法・公正な手段により、かつ情報主体に通知また
は同意を得て収集は同意を得て収集

５．安全保護の原則５．安全保護の原則
合理的安全保護処置により、紛失・破壊・使用・修合理的安全保護処置により、紛失・破壊・使用・修
正・開示等から保護正・開示等から保護

６．公開の原則６．公開の原則
データ収集の実施方針を公開し、データの存在・利データ収集の実施方針を公開し、データの存在・利
用目的・管理者を明示用目的・管理者を明示

７．個人参加の原則７．個人参加の原則
自己に関するデータの所在および内容を確認させ、自己に関するデータの所在および内容を確認させ、
又は異議申し立てを保障又は異議申し立てを保障

８．責任の原則８．責任の原則 管理者は諸原則の実施の責任を有する管理者は諸原則の実施の責任を有する

４．データ内容の原則４．データ内容の原則 利用目的に沿ったもので、正確・完全・最新利用目的に沿ったもので、正確・完全・最新



２．個人情報保護法とは２．個人情報保護法とは



個人情報保護関連５法個人情報保護関連５法

♦♦個人情報の保護に関する法律（基本法）個人情報の保護に関する法律（基本法）

♦♦行政機関の保有する個人情報の保護に関行政機関の保有する個人情報の保護に関
する法律する法律

♦♦独立行政法人等の保有する個人情報の保独立行政法人等の保有する個人情報の保
護に関する法律護に関する法律

♦♦情報公開・個人情報保護審査会設置法情報公開・個人情報保護審査会設置法

♦♦行政機関の保有する個人情報の保護に関行政機関の保有する個人情報の保護に関
する法律の施行に伴う関係法律の整備にする法律の施行に伴う関係法律の整備に
関する法律関する法律

民間部門はこの法律のみ適用



目目 的的

♦♦個人の利益権利を保護すること個人の利益権利を保護すること

♦♦個人情報個人情報の適正な取り扱いについて、国・の適正な取り扱いについて、国・
地方公共団体の責務等や地方公共団体の責務等や個人情報を取り個人情報を取り
扱う事業者扱う事業者の遵守すべき義務を定めることの遵守すべき義務を定めること



個人情報の定義個人情報の定義
♦♦ 個人情報保護法の定義個人情報保護法の定義

♦♦ ＪＩＳＱ１５００１での定義ＪＩＳＱ１５００１での定義

第二条第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関すこの法律において「個人情報」とは、生存する個人に関す

る情報であって、当該情報に含まれるる情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記氏名、生年月日その他の記

述等により特定の個人を識別することができるもの述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容（他の情報と容

易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）をいう。できることとなるものを含む。）をいう。

個人に関する情報であって、当該情報に含まれる個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日氏名、生年月日そそ
の他の記述、又は個人に付けられた番号、記号その他の符号、画像の他の記述、又は個人に付けられた番号、記号その他の符号、画像
若しくは音声若しくは音声によって当該個人を識別できるものによって当該個人を識別できるもの
（当該情報だけでは識別できないが、他の情報と容易に照合する（当該情報だけでは識別できないが、他の情報と容易に照合する
ことにより当該個人を識別できるものを含む）ことにより当該個人を識別できるものを含む）



個人情報取扱事業者の定義個人情報取扱事業者の定義

♦♦個人情報データベース個人情報データベース等等を事業の用に供しを事業の用に供し
ている者（データベース等とは、名詞ホルている者（データベース等とは、名詞ホル
ダーまで含む）ダーまで含む）

♦♦過去過去６ヶ月間６ヶ月間においてにおいて５千５千を越えた者を越えた者



個人情報保護法の概要－１個人情報保護法の概要－１
項項 目目 内内 容容

正式名正式名 個人情報の保護に関する法律個人情報の保護に関する法律

公布日公布日 平成１５年５月３０日平成１５年５月３０日

構構 成成 ６章５９条＋附則７条６章５９条＋附則７条

施行日施行日

第１章～３章第１章～３章 公布日から施行公布日から施行

第４章以降（個人情報取扱事業者の義務と罰則第４章以降（個人情報取扱事業者の義務と罰則
（平成１７年４月１日施行）（平成１７年４月１日施行）

概概 要要

・個人情報の定義（第２条１項）・個人情報の定義（第２条１項）

・個人情報取扱事業者の定義（第２条３項）・個人情報取扱事業者の定義（第２条３項）

・個人情報取扱事業者の義務（第１５条～３６条）・個人情報取扱事業者の義務（第１５条～３６条）

・・罰則（第５６条～５９条）罰則（第５６条～５９条）



個人情報保護法の概要－２個人情報保護法の概要－２
内内 容容

個人情報の利用目的を特定すること（第１５条）個人情報の利用目的を特定すること（第１５条）

個人情報の利用目的による制限（第１６条）個人情報の利用目的による制限（第１６条）

個人情報を適正に取得すること（不正取得の禁止）（第１７条）個人情報を適正に取得すること（不正取得の禁止）（第１７条）

利用目的を本人に通知または公表（第１８条）利用目的を本人に通知または公表（第１８条）

個人情報の正確性の確保および安全管理措置をすること個人情報の正確性の確保および安全管理措置をすること
（第１９、（第１９、 ２０条）２０条）

従業員および委託先社員の監督をすること（第２１、２２条）従業員および委託先社員の監督をすること（第２１、２２条）

本人の承認が無ければ第三者への提供は禁止（第２３条）本人の承認が無ければ第三者への提供は禁止（第２３条）

保有個人データに関する事項を公表すること（第２４条）保有個人データに関する事項を公表すること（第２４条）

本人から開示・訂正・利用停止を求められたら応じること本人から開示・訂正・利用停止を求められたら応じること
（第２５～（第２５～ ２７条）２７条）

応じない場合はその理由を説明すること（第２８条）応じない場合はその理由を説明すること（第２８条）



罰罰 則則

♦♦違反した条項により異なるが違反した条項により異なるが

–– ６ヶ月以下の懲役または６ヶ月以下の懲役または

–– ３０万円以下の罰金３０万円以下の罰金

罰金の額ではなく
企業にとっては新聞報道など社会的制裁が致命的

ガイドライン



３．個人情報をめぐる３．個人情報をめぐる
トラブル事例トラブル事例



事例１（内部流失）事例１（内部流失）

・２００１年８月、Ａ百貨店の男性社員（３８）・２００１年８月、Ａ百貨店の男性社員（３８） が、同社の顧客カーが、同社の顧客カー

ド会員のデータ約３８ド会員のデータ約３８ 万人分を持ち出し、東京都内の民間信用万人分を持ち出し、東京都内の民間信用

調査会社に売却していたことが分かった。同社は男性社員を９調査会社に売却していたことが分かった。同社は男性社員を９

日付で懲戒解雇し、窃盗と背任の罪にあたるとして警視庁新宿日付で懲戒解雇し、窃盗と背任の罪にあたるとして警視庁新宿

署に告訴した。署に告訴した。

・データには顧客の氏名、住所、生年月日、年齢、郵便番号、電・データには顧客の氏名、住所、生年月日、年齢、郵便番号、電

話番号が記録されていたという。（日本経済新聞８月１６日）話番号が記録されていたという。（日本経済新聞８月１６日）

・・３８万２１８２人分の顧客データ流出、３８万２１８２人分の顧客データ流出、

・複写したフロッピーディスク４０枚と・複写したフロッピーディスク４０枚と ＭＯＭＯ３３ 枚枚

・・情報の安全対策の不備から発生情報の安全対策の不備から発生



事例２（安全対策）事例２（安全対策）

・Ｐ化粧品は、同社ＨＰへの不正アクセスおよび営業所の業務用ＰＣ盗・Ｐ化粧品は、同社ＨＰへの不正アクセスおよび営業所の業務用ＰＣ盗

難によって、顧客情報が流出した可能性があると発表した。同社に難によって、顧客情報が流出した可能性があると発表した。同社によよ

れば、何者かがＨＰに不正アクセスし、顧客情報のれば、何者かがＨＰに不正アクセスし、顧客情報の 一部を閲覧した形一部を閲覧した形

跡が見つかったという。その後の詳細な調査により、不正アクセスを受跡が見つかったという。その後の詳細な調査により、不正アクセスを受

けたのはけたのは５万１千件の個人情報で、氏名、生年月日、メールアドレス、５万１千件の個人情報で、氏名、生年月日、メールアドレス、

住所、電話番号、職業などが含まれる。住所、電話番号、職業などが含まれる。

・盗難被害に遭ったパソコンには氏名、住所、電話番号、メールアドレス・盗難被害に遭ったパソコンには氏名、住所、電話番号、メールアドレス

などを含む８３８名分の顧客情報が保存されていたという。同社では被などを含む８３８名分の顧客情報が保存されていたという。同社では被

害に遭った顧客全員にお詫びと報告を行った。害に遭った顧客全員にお詫びと報告を行った。

・原因対策として、・原因対策として、ＨＰの脆弱性の解消や、営業所の業務用管理パソコＨＰの脆弱性の解消や、営業所の業務用管理パソコ

ンに盗難防止用のセキュリティワイヤーを設置など、それぞれの事件ンに盗難防止用のセキュリティワイヤーを設置など、それぞれの事件

に対応した防止策を実施するとしている。に対応した防止策を実施するとしている。



事例３（委託先の管理責任）事例３（委託先の管理責任）

・９９年５月、京都府宇治市の乳幼児検診システム用住民データ約２２・９９年５月、京都府宇治市の乳幼児検診システム用住民データ約２２

万人分が名簿業者に流出し、「宇治市住民票」という名で、ネット上で万人分が名簿業者に流出し、「宇治市住民票」という名で、ネット上で

販売されていることが発覚した。市民全員の個人データと外国人登録販売されていることが発覚した。市民全員の個人データと外国人登録

者のデータなどが流出した。者のデータなどが流出した。

・流出したデータには、住所、氏名、生年月日、一部には電話番号など・流出したデータには、住所、氏名、生年月日、一部には電話番号など

が記載されていた。が記載されていた。市はシステムの開発に関わった２０代の大学院生市はシステムの開発に関わった２０代の大学院生

を、市の「個人情報保護条例」違反（秘密漏えい）の罪で告発している。を、市の「個人情報保護条例」違反（秘密漏えい）の罪で告発している。

・管理責任を問われ、市が損害賠償・管理責任を問われ、市が損害賠償

・個人情報保護に取り組む必要性と個人情報保護は経営上の重要な課・個人情報保護に取り組む必要性と個人情報保護は経営上の重要な課

題題



その他の事例その他の事例

♦♦ＹａｈｏｏＹａｈｏｏ--ｂｂｂｂ
–– ６６０万件の情報流失→５００円の金券を配布６６０万件の情報流失→５００円の金券を配布

♦♦三洋信販→１１６万件三洋信販→１１６万件

♦♦シティバンク日本支店→１２万件シティバンク日本支店→１２万件

♦♦阪急交通社→６２万件阪急交通社→６２万件

♦♦ローソン→５６万件ローソン→５６万件

♦♦東京ディズニーランド→１２万件東京ディズニーランド→１２万件

♦♦企業の損害賠償に要する費用は１件当た企業の損害賠償に要する費用は１件当た
り平均、２億４千万円超のデータもあるり平均、２億４千万円超のデータもある



♦♦税理士事務所、ＦＰ税理士事務所、ＦＰ

♦♦医者、美容整形、結婚相談所医者、美容整形、結婚相談所

♦♦塾、学校塾、学校

♦♦測量会社、土地家屋調査士事務所、不動産測量会社、土地家屋調査士事務所、不動産

♦♦ＤＭを使用する業種ＤＭを使用する業種

など、個人情報を扱う企業は山ほどあるなど、個人情報を扱う企業は山ほどある

流失事故から恐喝やオレオレ詐欺に発展するケース流失事故から恐喝やオレオレ詐欺に発展するケース
もも

適用除外企業でも情報流失は命取り

4月のＪＲ福地山線脱線事故→死亡者が匿名となったり、ＪＲ側が名簿を出さな

いという事態があった→以前では考えられない



情報流失した場合の顧客の対応情報流失した場合の顧客の対応

11.3%

22.1%

60.2%

5.4% 1.0%

取引中止

多分中止

企業の対応による

多分続ける

続ける

取引中止が３３％

企業の対応によっては、取引
中止となるグループが６０％

日本能率協会総合研究所によるアンケート調査結果 有効回答7634



対応に対する顧客の評価対応に対する顧客の評価

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500円～1000円の金券

営業活動の自粛のみ

詫び状やメール対応のみ

謝罪広告の掲載のみ

評価できる

何もしないより良い

評価できない

分からない

営業活動の自粛が最も多い意見



リスクマネジメントの一環として
個人情報管理

が不可欠な時代になった!!



４．個人情報保護法への対応と４．個人情報保護法への対応と
Ｐマーク制度Ｐマーク制度



法律の遵守に関し行うこと法律の遵守に関し行うこと

内内 容容

・個人情報の利用目的を特定すること（第１５条）・個人情報の利用目的を特定すること（第１５条）

・個人情報の利用目的による制限（第１６条）・個人情報の利用目的による制限（第１６条）

・個人情報を適正に取得すること（不正取得の禁止）（第１７条）・個人情報を適正に取得すること（不正取得の禁止）（第１７条）

・利用目的を本人に通知または公表（第１８条）・利用目的を本人に通知または公表（第１８条）

・個人情報の正確性の確保および安全管理措置をすること（第１９、・個人情報の正確性の確保および安全管理措置をすること（第１９、
２０条）２０条）

・従業員および委託先社員の監督をすること（第２１、２２条）・従業員および委託先社員の監督をすること（第２１、２２条）

・本人の承認が無ければ第三者への提供は禁止（第２３条）・本人の承認が無ければ第三者への提供は禁止（第２３条）

・保有個人データに関する事項を公表すること（第２４条）・保有個人データに関する事項を公表すること（第２４条）

・本人から開示・訂正・利用停止を求められたら応じること（第２５～・本人から開示・訂正・利用停止を求められたら応じること（第２５～
２７条）２７条）

・応じない場合はその理由を説明すること（第２８条）・応じない場合はその理由を説明すること（第２８条）



企業の取り組みと評価企業の取り組みと評価

♦♦ 社員が法律を遵守するには社員が法律を遵守するには

→法律を遵守するためには文書化（マニュア→法律を遵守するためには文書化（マニュア
ルや規定）が不可欠ルや規定）が不可欠

→教育や監視も必要→教育や監視も必要

♦♦ 顧客に安心してもらうには顧客に安心してもらうには

→会社の広告やキャンペーンよりも、法律が→会社の広告やキャンペーンよりも、法律が
遵守されていることを第三者に証明して遵守されていることを第三者に証明して
もらうのが一番分かりやすいもらうのが一番分かりやすい

ファイル参照→順守の担保性



誰からも分かること誰からも分かること

♦♦個人情報保護法を包括的に網羅している個人情報保護法を包括的に網羅している
システムシステム

ＪＩＳＱ１５００１（個人情報保護に関するコＪＩＳＱ１５００１（個人情報保護に関するコ
ンプライアンス・プログラムの要求事項）ンプライアンス・プログラムの要求事項）

♦♦第三者評価制度第三者評価制度

プライバシーマーク制度プライバシーマーク制度



制度の骨子－１制度の骨子－１

♦♦

概要概要

個人情報の取扱いについて適切な保護措置を講個人情報の取扱いについて適切な保護措置を講
ずる体制を整備している民間事業者等に対し、そずる体制を整備している民間事業者等に対し、そ
の旨を示すマークとしてプライバシーマークを付与の旨を示すマークとしてプライバシーマークを付与
し、事業活動に関してプライバシーマークの使用し、事業活動に関してプライバシーマークの使用
を認容する制度を認容する制度

目的目的

１１..個人情報の保護に関する個人の意識の向上を個人情報の保護に関する個人の意識の向上を
図ること図ること

２２..民間事業者の個人情報の取扱いに関する適民間事業者の個人情報の取扱いに関する適
切性の判断の指標を個人に与えること切性の判断の指標を個人に与えること

３３..民間事業者に対して民間事業者に対して ＣＰＣＰ へのインセンティブをへのインセンティブを
与えることを目的とする与えることを目的とする



制度の骨子－２制度の骨子－２

基基 準準

通商産業省の個人情報保護ガイドライン通商産業省の個人情報保護ガイドライン に準に準
拠した拠した C/P C/P を策定し、を策定し、 実際に個人情報の保実際に個人情報の保
護を推進している民間事業者護を推進している民間事業者

平成平成1111年４月よりＪＩＳＱ年４月よりＪＩＳＱ1500115001に読み替えてに読み替えて
運用運用

取得単位取得単位 企業単位（事業部、工場単位も可）企業単位（事業部、工場単位も可）

使用範囲使用範囲
店頭、契約約款、説明書、宣伝・広告用資料店頭、契約約款、説明書、宣伝・広告用資料

封筒、便箋、名刺、ホームページ封筒、便箋、名刺、ホームページ 等等



制度の骨子－３制度の骨子－３

期間期間
マーク付与の有効期限マーク付与の有効期限は２年間、以降は２年毎は２年間、以降は２年毎
の更新の更新

公表公表 ＪＩＰＤＥＣ（日本情報処理開発協会）のＨＰＪＩＰＤＥＣ（日本情報処理開発協会）のＨＰ

取り消し取り消し

個人情報の不適切な取扱いを行った民間事業個人情報の不適切な取扱いを行った民間事業
者については、プライバシーマーク制度委員会者については、プライバシーマーク制度委員会
における審議に基づいて、改善の勧告及びプラにおける審議に基づいて、改善の勧告及びプラ
イバシーマークの取消を行うイバシーマークの取消を行う



ＪＩＳＱ１５００１の仕組みＪＩＳＱ１５００１の仕組み

♦♦規格構成規格構成

４．１～４．６まで４．１～４．６まで

マネジメントシステムを意図して作成マネジメントシステムを意図して作成

♦♦要求事項要求事項

ＩＳＯ１４００１：１９９６（旧版）と酷似ＩＳＯ１４００１：１９９６（旧版）と酷似
ＩＳＯを構築した経験がある企業は取り組ＩＳＯを構築した経験がある企業は取り組
みやすいみやすい

作成する文書量は少ない



コンプライアンス・
プログラム

コンプライアンス・
プログラム

ＪＩＳＱ１５００１の概念

個人情報保護方針の策定

計画（Ｐ）

・個人情報の特定
・法令の特定
・文書化
・教育および監査計
画の策定

実施（Ｄｏ）

・体制の確立
・個人情報の収集、
利用、安全管理

・苦情受付
・教育の実施

検証（Ｃ）

・監査

見直し（Ａ）

・経営者の見直し



取得までの流れ取得までの流れ

システム
構築

運 用 見直し 審 査

個人情報の洗い出し
法律の特定
文書化

６ヶ月～１０ヶ月

運用・見直しの実績
がないと審査申し込
みが出来ない（現在、
待ち時間６ヶ月以上）



取得状況取得状況
Ｈ.１７.５．２現在

１，３６１件



取得費用取得費用

♦♦コンサルティング料金コンサルティング料金

＋＋

♦♦審査費用審査費用

–– 審査機関は４団体審査機関は４団体

–– 企業規模によって登録審査、３０万～１２０万企業規模によって登録審査、３０万～１２０万

–– 更新審査、２２万～９０万（２年毎）更新審査、２２万～９０万（２年毎）



小規模事業者の定義小規模事業者の定義

常時使用する従業員の数が二十人常時使用する従業員の数が二十人((卸売業、小売業［含、飲食店］又はサービス卸売業、小売業［含、飲食店］又はサービス
業に属する事業を主たる事業として営む者については、五人業に属する事業を主たる事業として営む者については、五人))以下の事業者以下の事業者

種種 別別 新規のとき新規のとき 更新のとき更新のとき

事業者規模事業者規模 小小 中中 大大 中中 大大

５５ ５５

６５６５

ﾏｰｸ使用料ﾏｰｸ使用料 ５５ １０１０ ２０２０ ５５ １０１０ ２０２０

審
査
料
金

審
査
料
金

合合 計計 ３０３０ ６０６０ １２０１２０ ２２２２ ４５４５ ９０９０

３０３０

５５

９５９５

５５

４５４５

小小

申請料申請料 ５５ ５５

審査料審査料 ２０２０ １２１２

参考情報参考情報 単位は万円単位は万円

中規模事業者の定義

５千万以下５千万以下５千万以下５千万以下１億以下１億以下３億以下３億以下資本金資本金

１００人以下１００人以下５０人以下５０人以下１００人以下１００人以下３００人以下３００人以下従業員従業員

サービス業サービス業小売業小売業卸売業卸売業製造業製造業



最後に・・・最後に・・・

♦♦２１世紀はコンプライアンスの時代２１世紀はコンプライアンスの時代

♦♦法律を守れない企業は市場から退場法律を守れない企業は市場から退場

–– ＩＳＯ１４００１：２００４の改訂では遵法性がよＩＳＯ１４００１：２００４の改訂では遵法性がよ
り強化り強化

–– ＣＳＲ（企業の社会的責任）がより鮮明にＣＳＲ（企業の社会的責任）がより鮮明に

♦♦大企業では包括的なＣ大企業では包括的なＣ//Ｐを策定してＨＰでＰを策定してＨＰで
公開する企業もある公開する企業もある



おわりおわり

♦♦ 問合せ先問合せ先

オフィス・ビルドオフィス・ビルド 野々村野々村 剛剛

05860586--2626--10091009

build.iso@anet.ne.jpbuild.iso@anet.ne.jp

♦♦ 資料・出典資料・出典
–– ＪＩＣＣＡ（日本ＩＳＯコンサルティング協会）ＪＩＣＣＡ（日本ＩＳＯコンサルティング協会）

http://http://www.jicca.comwww.jicca.com//

–– ＪＩＰＤＥＣ（日本情報処理開発協会）ＪＩＰＤＥＣ（日本情報処理開発協会）

http://http://www.jipdec.jpwww.jipdec.jp//

–– 日本能率協会総合研究所日本能率協会総合研究所
http://http://www.jmar.co.jp/MDB/index.htmlwww.jmar.co.jp/MDB/index.html

–– 総務省（関連ページ）総務省（関連ページ）

http://http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kenkyu.htmwww.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kenkyu.htm
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